
1 

 

議案第   号 

 

   和泉市いじめ問題対策連絡協議会等条例の一部を改正する条例制定について 

 

 和泉市いじめ問題対策連絡協議会等条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和  年  月  日提出 

 

和泉市長 辻  宏 康   

 

 

    理 由 

 文部科学省が示す「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」の改訂に伴い、従来のいじめ防止対策委員会の担任事務を分割し、い

じめ重大事態の調査審議に特化した調査組織としていじめ問題調査委員会を新たに設置することで、より高い中立性・公平性を確保する必要

がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 

 

資料1 
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和泉市条例第   号 

 

   和泉市いじめ問題対策連絡協議会等条例の一部を改正する条例（案） 

 

 和泉市いじめ問題対策連絡協議会等条例（平成２９年和泉市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

新 旧 

目次 

 第１章・第２章 略 

 第３章 和泉市いじめ防止対策委員会（第１１条―第１７条） 

 第４章 和泉市いじめ問題調査委員会（第１８条―第２２条） 

 第５章 和泉市いじめ問題再調査委員会（第２３条―第２７条） 

 附則 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１

号。以下「法」という。）の規定に基づき、和泉市いじめ問題対策

連絡協議会、和泉市いじめ防止対策委員会、和泉市いじめ問題調査

委員会及び和泉市いじめ問題再調査委員会の組織及び運営に関し

必要な事項を定めるものとする。 

 （担任事務） 

目次 

 第１章・第２章 略 

 第３章 和泉市いじめ防止対策委員会（第１１条―第１８条） 

 

 第４章 和泉市いじめ問題再調査委員会（第１９条―第２３条） 

 附則 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１

号。以下「法」という。）の規定に基づき、和泉市いじめ問題対策

連絡協議会、和泉市いじめ防止対策委員会及び和泉市いじめ問題再

調査委員会の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

 （担任事務） 
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新 旧 

第１２条 対策委員会は、教育委員会の求めに応じ、法第１条に規定

するいじめの防止等のための調査及び助言を行う。 

 

 

 

 

 （委員長及び副委員長） 

第１４条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 （会議） 

第１５条 略 

 

 

 

第１２条 対策委員会は、教育委員会の求めに応じ、次に掲げる事項

を処理する。 

（１）法第１条に規定するいじめの防止等のための調査及び助言に関

すること。 

（２）法第２８条第１項に規定する重大事態に係る事実関係の調査審

議に関すること。 

 （委員長及び副委員長） 

第１４条 略 

 （臨時委員） 

第１５条 対策委員会に特別の事項を調査審議させるため必要があ

ると認めるときは、第１３条の委員のほか、臨時委員を置くことが

できる。 

２ 臨時委員は、学識経験者のうちから、教育委員会が委嘱する。 

３ 臨時委員は、その者の選任に係る当該特別の事項に関する調査審

議が終了したときは、解任されるものとする。 

 （会議） 

第１６条 略 

２ 第１２条第２号の調査審議に係る事案について特別の利害関係

を有する委員（次項において「関係委員」という。）は、当該会議

に出席することができない。 
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新 旧 

２ 対策委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことが

できない。 

３ 略 

第１６条 略 

 （準用） 

第１７条 第５条及び第８条から第１０条までの規定は、対策委員会

について準用する。この場合において、第８条中「会長」とあるの

は「委員長」と、同条から第１０条までの規定中「連絡協議会」と

あるのは「対策委員会」と読み替えるものとする。 

   第４章 和泉市いじめ問題調査委員会 

 （設置） 

第１８条 法第２８条第１項の規定に基づき、教育委員会の附属機関

として、重大事態ごとに、和泉市いじめ問題調査委員会（以下「調

査委員会」という。）を置く。 

 （担任事務） 

第１９条 調査委員会は、教育委員会の求めに応じ、当該重大事態に

係る事実関係を明確にするための調査を行う。 

 （組織） 

第２０条 調査委員会は、委員５人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 

３ 対策委員会の会議は、委員（関係委員を除く。）の過半数が出席

しなければ開くことができない。 

４ 略 

第１７条 略 

 （準用） 

第１８条 第５条及び第８条から第１０条までの規定は、対策委員会

について準用する。この場合において、第８条中「会長」とあるの

は、「委員長」と読み替えるものとする。 
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新 旧 

（１）学識経験者 

（２）心理又は福祉の分野に精通している者 

（３）弁護士 

（４）医師 

（５）前各号に掲げるもののほか、教育委員会が適当と認める者 

３ 当該重大事態の関係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を

有する者は、委員となることができない。 

 （任期） 

第２１条 委員の任期は、当該調査が終了するまでとする。 

 （準用） 

第２２条 第８条から第１０条まで及び第１４条から第１６条まで

の規定は、調査委員会について準用する。この場合において、第８

条中「会長」とあるのは「委員長」と、同条から第１０条までの規

定中「連絡協議会」とあるのは「調査委員会」と、第１４条及び第

１５条中「対策委員会」とあるのは「調査委員会」と読み替えるも

のとする。 

   第５章 和泉市いじめ問題再調査委員会 

第２３条～第２６条 略 

 （準用） 

第２７条 第６条、第８条から第１０条まで、第１５条及び第１６条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   第４章 和泉市いじめ問題再調査委員会 

第１９条～第２２条 略 

 （準用） 

第２３条 第６条、第８条から第１０条まで、第１６条（第２項を除
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新 旧 

の規定は、再調査委員会について準用する。この場合において、第

６条及び第８条中「会長」とあるのは「委員長」と、「連絡協議会」

とあるのは「再調査委員会」と、第９条中「連絡協議会」とあるの

は「再調査委員会」と、「生徒指導担当部署」とあるのは「人権施

策担当部署」と、第１０条中「連絡協議会」とあるのは「再調査委

員会」と、「教育委員会」とあるのは「市長」と、第１５条中「対

策委員会」とあるのは「再調査委員会」と、「教育委員会」とある

のは「市長」と読み替えるものとする。 

  

く。）及び第１７条の規定は、再調査委員会について準用する。こ

の場合において、第６条及び第８条中「会長」とあるのは「委員長」

と、第９条中「生徒指導担当部署」とあるのは「人権施策担当部署」

と、第１０条及び第１６条中「教育委員会」とあるのは「市長」と

読み替えるものとする。 

  

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の和泉市いじめ問題対策連絡協議会等条例第１５条の臨時委員である者は、施行日に、

改正後の和泉市いじめ問題対策連絡協議会等条例第２０条第２項の規定により、和泉市いじめ問題調査委員会の委員として委嘱されたも

のとみなす。 

 （特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年和泉市条例２２号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 
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新 旧 

別表（第２条関係） 

  特別職の職員で非常勤のものの報酬額 

区分 報酬額 

略 略 

いじめ問題調査委員会委員長 

 

 

 

 

 

日額 ２３，０００円 

いじめ問題調査委員会委員（委員長であ

る委員を除く。） 

 

日額 ２０，０００円 

略 略 

 備考 

 １～４ 略 

 ５ いじめ問題調査委員会委員長、いじめ問題調査委員会委員、いじめ

問題再調査委員会委員長及びいじめ問題再調査委員会委員が、日額に

より難い場合として任命権者が認める特別な勤務に従事したときの報

酬の額にあっては、時間額１１，０００円とする。 

  

別表（第２条関係） 

  特別職の職員で非常勤のものの報酬額 

区分 報酬額 

略 略 

いじめ防止対策委員会委員長（いじめ防

止対策推進法（平成２５年法律第７１号）

第２８条第１項に規定する重大事態に係

る事実関係の調査審議（次項において「事

実関係の調査審議」という。）を行う場合

に限る。） 

日額 ２３，０００円 

いじめ防止対策委員会委員（委員長であ

る委員を除き、事実関係の調査審議を行

う場合に限る。） 

日額 ２０，０００円 

略 略 

 備考 

 １～４ 略 

 ５ いじめ防止対策委員会委員長、いじめ防止対策委員会委員、いじめ

問題再調査委員会委員長及びいじめ問題再調査委員会委員が、日額に

より難い場合として任命権者が認める特別な勤務に従事したときの

報酬の額にあっては、時間額１１，０００円とする。 
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